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Ⅰ　はじめに
1 　課題の確認
　［ 1］　沈黙が詐欺（民法96条 1 項）と評価される余地があることは、今
日、一致して認められている。けれども、このような理解は、決して自明
視し得るものではない
（１）
。単なる沈黙は─少なくとも原則としては─詐
（ 1 ）　現代に至るまでの学説の展開の詳細につき、三枝健治「アメリカ契約法におけ
る開示義務（ 1 ）─契約交渉における『沈黙による詐欺』の限界づけを目指して」
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欺とはならないとする見解が、かつては趨勢をなしていたからである
（２）
。こ
うした状況を反転し、今日の理解の礎石を築いたのは、「相手方の不知を
利用し沈黙によって錯誤に陥れるか、又は相手方が現に錯誤に陥って居る
のを沈黙によって更にその程度を高めることは、何れもそれ自体欺罔行為
となり得る」とした我妻榮博士の所説であったといえよう
（３）
。我妻博士は、
こうして「欺罔行為」該当性を拡げたうえで、それが取消しを基礎づける
詐欺となるか否かを「詐欺の違法性」の問題として論じた。
　これ以後、多くの学説は、沈黙もまた、それが違法である限りにおいて
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は
4
詐欺となり得ることを認めるようになる
（４）
。そうして、沈黙による詐欺を
めぐる解釈論の関心は、長らく、その違法性の内実に注がれてきた。
　［ 2］　沈黙による詐欺の違法性は、今日、情報提供義務論との関係に
早法72巻 2 号（1997年）12頁以下、内山敏和「情報格差と詐欺の実相（ 1 ）」早研
111号（2004年） 4 頁以下を参照。
（ 2 ）　たとえば、中島玉吉『民法釈義　巻之一　総則篇』（金刺芳流堂、1916年）516頁
は、「沈黙ハ相手方ノ錯誤ニ陥レルヲ知テ之ヲ救済セザルノミ」であるから詐欺と
は異なるといい、「実際上ノ利害」としても、「取引ハ戦争ナリ、相手方ガ自ラ陥リ
タル錯誤ヲ一々是正スルノ義務ヲ認ムルヲ得ズ、法律行為ヲナスモノハ自己ノ責任
ヲ以テ利害ヲ考量スルヲ要ス」として、沈黙による詐欺は、法令または取引慣行
上、一定の説明をなす義務が課されている場合に限って例外的に成立し得るにすぎ
ないと論じた。内容において同旨、富井政章『民法原論』（有斐閣、1922年［1985
年復刻版］）453頁、岡松参太郎『注釈民法理由 上巻』（有斐閣、1896年）196頁。
（ 3 ）　我妻榮『民法総則（現代法学全集）』（日本評論社、1928年）221頁。
（ 4 ）　たとえば、於保不二雄『民法総則講義』（有信堂、1951年）200頁、川島武宜
『民法総則（法律学全集）』（有斐閣、1965年）299頁、幾代通『民法総則』（青林書
院、第二版、1984年）280頁を参照。なお、内山・前掲論文（注 1 ） 5 頁は、現在
の一般的見解の起源を鳩山説に求めるが、そこで指摘される鳩山秀夫『法律行為乃
至時効』（厳松堂、1912年）166頁は、沈黙は原則として詐欺とはならないと説く点
では旧来の見解を踏襲しており（「我輩モ亦此説ヲ採ル」として富井博士らの所説
を注記する）、ただ、取引上の告知義務が認められる範囲を実質的に考察したにす
ぎないようにみえる。これに対して、鳩山秀夫『日本民法総論 下巻』（岩波書店、
1924年）371頁は、旧来の見解とは理由づけを異にすることを自説の特徴として強
調しつつ、詐欺の違法性の観念に言及する。後者の構想が、我妻説にも示唆を与え
たのであろうか。
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おいて論じられる。沈黙による詐欺が、しばしば「故意による情報提供義
務違反」と形容されるのも
（５）
、このことを示したものといえるだろう。
　ところで、情報提供義務は、一般に、自ら情報を収集することを期待し
得ない状況においてでなければ発生し得ないものと解されている。本来、
契約を締結するか否か、また、いかなる内容でそれを締結するかを判断す
るための情報は、それぞれの交渉当事者が自らの責任と権能において収集
すべきだからである
（６）
（以下では、この考え方を「自己責任原則」とよぶことと
する）。情報提供を求める側において果たすべきこの責任を、行為規範と
しての側面から「情報収集
4 4
義務」と定式化するならば、この義務の発生・
履行こそが、相手方の情報提供義務違反という法的評価の成否を限界づけ
るにあたって重要な役割を果たすこととなろう。
　本稿は、この「情報収集義務による法的評価の限界づけ」という判断枠
組の射程を考察することを目的とするものである。もっとも、この問題の
拡がりは大きく、そのすべてを論じ尽くすことは到底できないから、さし
あたり、この判断枠組が「故意による情報提供義務違反」としての沈黙に
よる詐欺にも妥当し得るか否かを、フランス法における議論の展開に即し
て考察することを主たる課題としたい。
（ 5 ）　たとえば、平野裕之『民法総則』（日本評論社、第三版、2011年）230頁。ただ
し、情報提供義務違反を認識していたとしても、表意者を錯誤に陥らせ、それによ
って意思表示をさせようとする意図までは有していないことはあり得るであろうか
ら（横山美夏「契約締結過程における情報提供義務」ジュリ1094号（1996年）134─
135頁）、厳密にいえば、故意による情報提供義務違反と沈黙による詐欺とを完全に
同視することができるわけではない。
（ 6 ）　「民法（債権関係）の改正に関する中間試案」においても、「契約の性質、当
事者の知識及び経験、契約を締結する目的、契約交渉の経緯その他当該契約に関す
る一切の事情に照らし、その当事者の一方が自ら当該情報を入手することを期待す
ることができないこと」が、情報提供義務違反に基づく損害賠償請求権の発生要件
とされた（中間試案　第28）。立法論議の経緯につき、山城一真「契約交渉段階の
法的責任」瀬川信久編『債権法改正の論点とこれからの検討課題』別冊 NBL 147
号（2014年）139頁以下をも参照。
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2 　課題の整理
　［ 3］　情報収集義務による法的評価の限界づけという判断枠組は、ど
のようなかたちで問題とされてきたのであろうか。この点を明らかにする
ために、情報提供義務違反の主観的態様─過失によるか（α）、故意に
よるか（β）─と、客観的態様─作為＝誤情報の提供か（ 1 ）、不作
為＝情報提供の懈怠か（ 2 ）─とを区別して、四つの場面ごとにこれま
での議論を整理してみたい。
　なお、以下、本稿においては、特に断りのない限り、情報提供義務を負
う者（沈黙によってその相手方を欺罔する者）を「詐欺者」ないし「相手
方」といい、情報提供を求める権利を有する者（その相手方の沈黙によって
欺罔される者）を「表意者」ということとする。
（ 1 ）　α 2 類型─（狭義の）情報提供義務違反
　［ 4］　その当否に対しては疑義も向けられているものの
（７）
、法律行為の
取消原因としての詐欺は、故意を要件とする。このことの帰結として、過
失による情報提供の懈怠は、契約の有効性を否定する事由としてではな
く、情報提供義務違反を理由とする損害賠償責任（民法709条）の発生原因
として論じられるのが常であった。
　この場合における情報収集義務の作用は、きわめて明確である。先述の
とおり、自ら情報を収集することができた場合には、そもそも情報提供義
務発生の客観的要件が充足されず、情報提供義務違反に基づく責任は生じ
ないと解されるからである。「情報収集義務による法的評価の限界づけ」
は、主としてこの場面において機能することが予定されたものであったと
いえよう。後にみるα 1 類型との比較においていえば、このような解決の
正当性は、情報収集の失敗が相手方からのはたらきかけによって惹起され
（ 7 ）　岩本尚禧「民事詐欺の違法性と責任（ 1 ）〜（10）」北法63巻 3 号〜64号 6 号
（2012─2014年）、特に「（10）」60頁以下を参照。
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たものではないという、情報の不提供という行為態様の特徴によっても裏
書きされる。
（ 2 ）　β 1 類型─詐欺
　［ 5］　故意による誤情報提供は、詐欺（民法96条 1 項）に基づく契約の
取消しの問題を生じさせる。詐欺法理における情報収集義務の作用につい
ては、ひとまず、二つの段階を区別して考察すべきであろう。
　第一は、そもそも詐欺が成立するかどうかを判断する段階である。従来
の一般的な理解によれば、法律行為の取消原因としての詐欺と評価される
ためには、欺罔行為が取引上の信義に反するものであることを要し、した
がって、いわゆるセールス・トークについては詐欺の成立は否定される
（８）
。
相手を契約しようという気にさせるための駆け引きをすべて詐欺としてし
まうと、「およそ取引社会が成り立たなくなってしまう
（９）
」からである。
　ここにいう「取引上の信義」の内容は、従来、必ずしも明確に説明され
てはこなかった
（10）
。しかし、この種の欺罔を許容する背景には、その真偽を
見定めることは、意思表示を行う際に表意者自身が尽くすべき一般的な注
意に属する─自己責任の原則が妥当する─との考え方があるとはいえ
るだろう
（11）
。そうであれば、ここにおいて詐欺の成立が否定される実質的な
根拠は、一種の情報収集義務にあるとみることができる。こうした見方
（ 8 ）　詐欺の成立を否定する際の説明方法については、欺罔行為とはなるものの違
法性が阻却されるとするものと、そもそも欺罔行為とはならないとするものとが考
えられよう。この点につき、川島武宜＝平井宜雄編『新版注釈民法（ 3 ）　総則
（ 3 ）』（有斐閣、2003年）473、474頁（下森定）を参照。個々の学説の検討として、
高嶌英弘「民事上の詐欺の違法性に関する一考察─セールストークの許容性を中
心に」石田喜久夫先生古稀記念『民法学の課題と展望』（成文堂、2000年）168頁以
下を参照。
（ 9 ）　山本敬三『民法講義Ⅰ　総則』（有斐閣、第三版、2011年）230頁。
（10）　若干の例を示すことによって、その外延を画する説明が行われることが多い。
典型的には、幾代・前掲書（注 4 ）281頁注（ 3 ）を参照。
（11）　川島・前掲書（注 4 ）299頁、槇悌次『民法総則講義』（有斐閣、1986年）139
頁を参照。
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は、情報提供義務が「欺罔行為の違法性判断基準としての役割を果たす」
と指摘されること
（12）
、そして、既述のとおり、情報提供義務が発生するため
には、表意者自身による情報収集を期待し難い事情がなければならないこ
ととも整合する。
　もっとも、詐欺におけるセールス・トーク論の適用に対しては、今日で
は批判的な見解も有力になっている。事実と異なることを認識してなされ
る不実告知は、契約締結の意思形成に関する情報の収集・分析のリスクを
各個人に負担させるための前提そのものを揺るがす行為である。したがっ
て、詐欺はそれ自体として当然に違法性を帯びるのであり、「ある程度の
嘘は駆け引きとして許されるという考え方そのものを見直す必要がある」
というのである
（13）
。詐欺における違法評価の根拠を、故意による欺罔行為で
はなく、自由な意思決定の阻害に求める見地からは、セールス・トークの
許容性は、より強く否定されることとなろう
（14）
。
　これに対して、第二は、違法な欺罔行為の存在を認めたうえで、表意者
の「重過失」（95条ただし書、改正草案95条 3 項柱書）を理由として詐欺取
消しの主張を否定するかどうかを判断する段階である。もっとも、詐欺取
消しの主張に対して、95条ただし書を援用する余地がないとすることに
は、異論は見当たらない。95条ただし書に対応する規律が96条に存しない
ことがこのことを示唆しており、明治民法起草者も、表意者が錯誤に陥っ
ていることを相手方が単に知っていたにすぎない場合にさえ、95条ただし
書きの適用は否定されると説いている
（15）
。したがって、この段階において
は、表意者が情報収集を怠ったという事情は、法律行為の効力を左右する
（12）　横山・前掲論文（注 5 ）134頁。
（13）　横山美夏「消費者契約法における情報提供モデル」民商123巻 4 ・ 5 号（2001
年）93頁。これに先立つ分析として、高嶌・前掲論文（注 8 ）193頁をも参照。さ
らに、潮見佳男『民法総則講義』（有斐閣、2005年）175頁は、欺罔者の故意要件を
充足する行為は法的に無価値評価を与えられるべきであり、欺罔の違法性要件は不
要であると説く。
（14）　岩本・前掲論文（注 7 ）「（10）」62頁以下を参照。
（15）　梅謙次郎『民法要義　巻之一　総則編（復刻版）』（有斐閣、1984年）227頁。
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意味をもたないと解されることとなる。
　以上のとおり、詐欺をめぐる従来の一般的見解においては、情報収集義
務は、異なる二つの段階において論じられており、しかも、それが顧慮さ
れるかどうかに関する結論を異にする可能性を含んでいた。しかし、一方
で表意者の重過失を援用することは否定しつつ、セールス・トークの主張
は許容することがはたして整合的な態度であるのかは、必ずしも明らかで
はない。各段階の判断がそれぞれどのように特徴づけられるのか、そもそ
も、両者の間に段階的な区別を想定することができるのかは、それ自体、
検討を要する問題といえよう。情報収集義務による法的評価の限界づけの
あり方を解明するためには、この点を整序することが一つの課題となる。
（ 3 ）　α 1 類型─不実表示
　［ 6］　過失による誤情報提供は、債権法改正論議において、不実表示
型の錯誤の創設をめぐって論じられてきた問題におおよそ対応する
（16）
。これ
についても、詐欺に関してみられたのと同じような問題が論じられている。
　不実表示における情報収集義務の作用を考察するにあたっては、不実表
示型の錯誤の要件論について、信頼の「正当性」ないし「妥当性」（論者
によって用語法に相違がみられるが、以下では「信頼の正当性」という）を問
題とする見解が注目される
（17）
。この見解は、不実表示によって表意者の錯誤
（16）　不実表示は、一定の情報を提供しなかったことが他の態度と相俟って「表示」
と評価され得るならば、「誤情報提供」がない場合においても問題となり得ると解
される（民事法の問題ではないが、同様の考慮が示される場面として、真渕博『景
品表示法』（商事法務、第四版、2015年）57頁以下を参照）。その意味では、「過失
による誤情報提供」という類型に厳密に対応するのは、不実「告知」だというべき
であろう（以上につき、民法（債権法）改正検討委員会『詳解 債権法改正の基本
方針Ⅰ』（商事法務、2009年）129頁）。とはいえ、不実表示をめぐる議論において
も、主に念頭に置かれていたのは、誤った情報が積極的に提供された場面であるか
ら、当面の検討においては、不実告知を典型的な場面とする不実表示を念頭におい
て議論を進めることとする。
（17）　後藤巻則「錯誤、不実表示、情報提供義務」円谷峻編著『社会の変容と民法
典』（成文堂、2010年）48頁、鹿野菜穂子「錯誤規定とその周辺─錯誤・詐欺・
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が惹起され、それによって意思表示がなされた場合であっても、表意者自
身が適切な情報収集を怠ったときには、当該情報の不知に起因する錯誤に
基づく契約解消を認めない。自己責任原則の例外を認めるためには、情報
収集の失敗にかかるリスクを転化することを特に正当化する事情が必要で
あって、自らの情報を調査する可能性があるときはなおその正当性が認め
られないというのが、その理由である。こうした見方によると、不実表示
による契約解消の限界もまた、情報収集義務の観念によって画されている
とみることができる。
　そのうえで、不実表示についても、不実の表示が存在することを前提と
して、95条ただし書が適用されるか否かの問題が生じ得ることとなる。先
の立法論議にみられたように、不実表示を錯誤の一類型として位置づける
理解に立つならば、95条ただし書の位置づけをめぐるこの問題は、詐欺の
場面より以上に先鋭に現れることとなろう。
　以上の両者の関係について、三枝教授は、重過失が表意者個人に着目し
た評価を予定したものであるのに対して、「信頼の正当性」は交渉当事者
の関係において相関的に判断されるべきものである点に両者の相違がある
とし、相手方の表示を信頼したことに過失があったとしても、不実表示を
した者の専門性や態様との関係を顧慮すれば、なお信頼の正当性が認めら
れる場合もあり得るとされる
（18）
。そうである以上、表意者自身による調査の
可能性があったとしても、ただちに不実表示による取消しが否定されるわ
けではないことになる。ただ、その反面、二つの判断を概念的に区別する
不実表示について」池田真朗ほか編『民法（債権法）改正の論理』（新青出版、
2010年）249頁、三枝健治「不実表示の一般法化に関する一考察（上）（下）」みんけ
ん646号 2 頁、647号 2 頁（2012年）。改正論議における議論の経緯については、三
枝健治「錯誤・不実表示」瀬川信久編『債権法改正の論点とこれからの検討課題』
別冊 NBL 147号（2014年）26頁以下の分析を参照。
（18）　三枝「錯誤・不実表示」（注17）34頁。このような理解は、中間試案の補足説
明第 3 ─ 2 の 3（ 5 ）（商事法務編『民法（債権関係）の改正に関する中間試案の補
足説明』（商事法務、2013年）22─23頁）において示唆されていた見方を敷衍したも
のである。同旨の指摘として、つとに鹿野・前掲論文（注17）263頁を参照。
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以上、少なくとも論理的には、相手方の表示を信頼したことに重過失があ
るとはいえないにもかかわらず、信頼の正当性が否定される余地も残され
ることとなろう。
　以上に反して、いわゆる中間試案は、不実表示については信頼の正当性
を要件とせず
（19）
、ただ、表意者の重過失を理由とする取消し主張の制限を適
用するにとどめていた（第 3 ─ 2（ 3 ））。これは、「相手方が事実と異なる表
示をしたことによって重大な錯誤が生じたものであることを考慮すると、
表意者に安易にそれを信じたという側面があるとしても」、なお法律行為
からの離脱を認めることが相当であるとの判断による
（20）
。この見方のもとで
は、表意者に重過失がない場合に関する限り、詐欺についてセールス・ト
ーク論の適用を否定する見解と共通の評価が重視されているように思われ
る。そこでは、不実表示が表意者の錯誤を惹起する行為であることにかん
がみて、相手方に不実表示が認められる以上、その「違法性」判断におい
て表意者の情報収集義務を観念する可能性が否定されているのだとみるこ
とができるだろう。
（ 4 ）　β 2 類型─沈黙による詐欺
　［ 7］　最後に、故意による情報提供の懈怠におおよそ対応する問題と
して、沈黙による詐欺を指摘することができる。
　沈黙による詐欺について情報収集義務の作用が明示的に論じられること
は、これまでのところ、それほど多くはなかったようである。しかし、こ
れまでにみた各個の事案類型における解決との整合性を求めるならば、こ
れに対する応答の理路としては、さしあたり、故意があることに着目して
β 1 類型との共通性を重視するか（β類型志向）、それとも、不作為である
ことに着目してα 2 類型との共通性を重視するか（ 2 類型志向）が考えら
（19）　信頼の正当性を独自に要件化することに対して加えられた批判の内容について
も、三枝「錯誤・不実表示」（注17）32頁以下を参照。
（20）　中間試案の補足説明第 3 ─ 2 の 3（ 5 ）（商事法務編・前掲書（注18）23頁）。
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れる。
　まず、沈黙による詐欺を「不作為による詐欺」とするβ類型志向の見方
からは、次のような帰結がもたらされることとなろう。表意者を故意に欺
いている以上、詐欺は当然に違法性を帯び、セールス・トークを援用する
ことはもはや許されないと解するならば、「雄弁な沈黙」についても、沈
黙に違法性はないという抗弁は成り立ち得ないと解する余地が生じること
となる。
　これに対して、沈黙による詐欺を「故意の情報提供義務違反」とする 2
類型志向の見方からは、次のような帰結がもたらされることとなろう。表
意者自らが情報を収集すべきであったという事情があるときには、そもそ
も情報提供義務が発生しない。そうである以上、相手方を欺く意図をもっ
てこれに違反することもあり得ないから、沈黙による詐欺は成立し得ない
はずである。このようにみると、情報収集義務による法的評価の限界づけ
が、まさにα 2 類型と同様の意味において、沈黙による詐欺の成否判断に
おいても作用することとなろう。
　本稿の直接の関心は、この最後の類型における判断枠組をどのように整
理するかという点にある。
3 　考察の方針
　［ 8］　以上の問題を考察するために、本稿においては、近時のフラン
ス法の状況に検討を加え、それと日本法との比較を試みる。本論において
詳述するとおり、フランスの破毀院は、2001年、「沈黙による詐欺は錯誤
を常に宥恕する」との一般原則を打ち出し、その肯否をめぐって、学説に
おける議論が重ねられている。もとより、詐欺法理をめぐる日仏の法状況
には少なからぬ相違がみられるが、その点に留意するならば、フランス法
の議論の背景にある問題設定は、日本法の考察においても意味をもち得よ
う。日本法における先行研究の蓄積も、この試みを後押ししてくれると考
える。
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　とはいえ、そもそも詐欺法理の活用が低調といわれる日本法にあって
は、詐欺法理を考察する意義それ自体が乏しいとの疑義もあるかもしれな
い。これに対しては、さしあたり三つの狙いを示しておきたい。
　第一に、比較法的にみて、日本法における詐欺法理の活用状況が低調で
あるとすれば、そのこと自体、現状を再検証する必要性を示唆するものと
いえよう。上に述べた関心からは、詐欺法理に内在する問題として、とり
わけ違法性要件と故意要件の意義が問われることとなる
（21）
。
　第二に、上述のような日本法の現状を再検証するためには、比較法的に
みて詐欺法理による対応が図られる問題に対して、日本法においては他の
法理による対応が図られている可能性も視野に入れる必要があろう
（22）
。沈黙
による詐欺は、沿革的にも機能的にも諸法理の交点に位置する観念であ
り、こうした考察にとって好個の素材を提供してくれる。この意味におい
て、沈黙による詐欺の考察からは、詐欺法理それ自体にとどまらず、「合
意の瑕疵」の拡張理論
（23）
の構造を総体として把握するための示唆を得られる
（21）　詐欺における故意要件を詳論する論稿として、前掲の岩本論文がある。岩本論
文は、詐欺者の故意が詐欺の成否を決定づける根拠を「違法根拠としての自由意
思」という分析枠組を用いて考察するものであり（その意義につき、岩本・前掲論
文（注 7 ）「（ 1 ）」特に225頁以下）、その関心は、故意要件の要否の論定へと向け
られている。これに対して、本稿においては、故意が詐欺の成立要件であることは
さしあたり承認したうえで、それが情報収集をめぐる法的評価のあり方にどのよう
な影響を及ぼすかを考察することに注力したい。
（22）　債権法改正論議において、錯誤
4 4
規定のなかに不実表示類型を創設することが試
みられたことも、こうした方向での考察の可能性と必要性を示唆する。フランス法
においても、沈黙による詐欺と重要な性質に関する錯誤 （erreur sur les qualités 
substentielles） と の 混 交 は、 し ば し ば 指 摘 さ れ て き た こ と で あ っ た（v. D. 
LOUSSOUARN, obs. sous Colmar, 30 janvier 1970, RTDciv. 1970, p. 755）。
　　もっとも、日本法の現状においては、錯誤と詐欺がともに主張される場合におい
ても、双方の主張がともに斥けられることが多いとの指摘がみられる（岩本・前掲
論文（注 7 ）「（ 1 ）」218─219頁）。そうであれば、結局、錯誤法理の適用も含めて、
本文に述べた第一の観点から現行法の状況を再考することが課題とされてよいだろ
う。岩本論文は、詐欺における故意要件を主題的に考察することによって、このよ
うな課題に取り組んだものといえよう。
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ものと考える。
　そして、第三に、消費者契約法の見直しが立法課題となっている現状に
かんがみても、民法の一般原則の立脚点を再確認し、一般法としての詐欺
法理がもつ可能性を再検証することには実践的な意味が認められよう。
　以上の関心をもとに、フランス法の分析は次のように進めることとす
る。まず、沈黙による詐欺をめぐる議論の生成過程と現状を追跡し、沈黙
による詐欺の基本的性格を確認する（Ⅱ）。次いで、沈黙による詐欺と情
報収集義務との関係を扱った2000年以降の判例と、これをめぐる学説の
議論を検証する（Ⅲ）。そのうえで、以上の結果を踏まえて、最後に、日
本法に関する若干の考察を付することとしたい
（24）
（Ⅳ）。
　以下、本稿においては、次の文献は著者名のみによって引用する。そのほかに略
記を用いる場合には、初出箇所の注記において、略記方法を太字で明示する。
J. GHESTIN, Gr. LOISEAU et Y.-M. SERINET, Traité de droit civil : La 
formation du contrat, tome 1, 4e éd., LGDJ, 2013.
J. FLOUR, J.-L. AUBERT et E. SAVAUX, Droit civil, Les obligations, 15e éd., Sirey, 
2012.
Ph. MALAURIE, L. AYNÈS et Ph. STOFFEL-MUNCK, Les obligations, 7e éd., 
（23）　森田宏樹「『合意の瑕疵』の構造とその拡張理論（ 1 ）〜（ 3 ）」NBL 482号22頁、
483号56頁、484号56頁（1991年）。
（24）　フランス法の考察にあたっては、これまでの多くの研究がそうしてきたよう
に、本稿も、ゲスタン説を里程標として検討を進める。この分野の最も包括的かつ
詳細な説明を与えるのは、依然として彼の所説だと考えるからである。もっとも、
このことは、筆者自身がゲスタンの分析に同調することを意味するものではない。
フランス法の状況に関する立ち入った検討は、他日の課題としなければならない。
　　なお、本稿の執筆に先立ち、筆者は、ゲスタンの詐欺・情報提供義務論を紹介す
る機会に恵まれた（金山直樹＝山城一真＝齋藤哲志「現代フランス契約法の動向
─ゲスタンほか『契約の成立』（Jacques Ghestin, Grégoire Loiseau et Yves-
Marie Serinet, Traité de droit civil : La formation du contrat 4e éd., 2 vols, LGDJ, 
2013）に焦点を当てて」法研88巻 7 号（2015年）53頁、該当部分は61─73頁）。現在
のゲスタン説の内容は、ごく簡単にではあるが、そこに紹介されている。本稿の意
図は、そこで留保した課題（同69頁を参照）に取り組みつつ、日本法への示唆を
求める（このような考察のもつ意義につき、同70─71頁をも参照）点にある。
沈黙による詐欺と情報収集義務（ 1 ）（山城）　　45
LGDJ, 2015.
Fr. TERRÉ, Ph. SIMLER et Y. LEQUETTE, Droit civil, Les obligations, 11e éd., 
Dalloz, 2013.
M. FABRE-MAGNAN, De l’obligation d’information dans les contrats : essai d’une 
théorie, LGDJ, 1992, préf. J. GHESTIN.
※　FLOUR, AUBERT et SAVAUX は、2012年刊行の15版に特徴ある叙述がみら
れるため、15版を主に参照することとした。脱稿時における最新版である16版
（2014年刊行）を特に参照する場合には、FLOUR, AUBERT et SAVAUX （16
e
 
éd.）と略記する。
Ⅱ　「沈黙による詐欺」法理の生成と現状
　［ 9］　フランス民法典は、次の一条によって詐欺を規律してきた。
仏民1116条
　詐欺は、当事者の一方によって行われた術策が、この術策がなければ相手
方は契約を締結しなかったであろうことが明らかなものであるときは、合意
の無効原因となる。
　本 条 の 要 件 は、 客 観 的 要 件（élément matériel） と し て の「術 策
（manœuvre）」、詐欺者の主観的要件（élément intentionnel）としての「故
意」、表意者の主観的要件としての「錯誤」に大きく分かたれ
（25）
、それぞれ
の下位に解釈論上の問題群が形成されてきた。沈黙は、術策要件に属する
下位問題の一つであるから、以下ではまず、詐欺の成立要件である「術
策」がいかなる意義を担ってきたかを明らかにしよう（ 1 ）。そのうえで、
現代の状況に即して、沈黙による詐欺に固有の問題として、情報提供義務
論との接続によって詐欺法理がどのように変容するのか─また、しない
のか─を考察する（ 2 ）。
（25）　V. TERRÉ, SIMLER et LEQUETTE, no 230 et s., p. 256 et s.
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1 　詐欺法理の事実的要素─術策の三分類
　［10］　ゲスタンは、仏民1116条にいう「術策」の定義をめぐる議論の展
開を、おおむね次のように素描している
（26）
。
　①　その語義からすれば、「術策」とは、「虚偽の外観を作り出そうとす
るあらゆる種類の作為」をいう。いいかえれば、それは、表意者を誤信に
陥れるために一定の策略（artifices/ ruses）を用いることを想定している。
　②　しかし、今日においては、特段の策を弄せずとも、単なる虚偽の陳
述（mensonge）によって詐欺が成立し得ることに異論をみない。つまり、
虚偽の陳述は、それが「許される詐欺（dolus bonus）」と評価されるので
ない限り、詐欺の成立を妨げない。
　③　さらに、20世紀中葉以降の判例は、沈黙によっても詐欺が成立し得
ることを認めてきた。この観念は、情報提供義務論の発展と相俟って、今
日、ますます重要性を増している。
　以上にみられる、①積極的な策を弄すること、②単なる虚偽の陳述、③
沈黙、という「術策」要件の分類（以下、「術策の三分類」という）は、多
少の差異はあれ、今日の概説書において広く共有された類別方法である
（27）
。
ここで注意を惹くのは、術策の態様として作為と不作為とが対置されるの
ではなく、作為のなかでも「虚偽の陳述」に対して特別な位置づけが与え
られていることであろう。この三分類のなかにあって、沈黙の特性は、他
の二つの術策との関係でどのように論定されるのであろうか。この疑問を
梃子にして、術策の三分類が成立する過程を追跡し、沈黙による詐欺とい
う問題の性格を理解することを試みたい。
（26）　GHESTIN, LOISEAU et SERINET, no 1313 et s., p. 1094 et s.
（27）　V. MALAURIE, AYNÈS et STOFFEL-MUNCK, no 509 et s., p. 259 et s. ; 
FLOUR, AUBERT et SAVAUX, no 212 et s. , p. 199 et s. ; GHESTIN, LOISEAU 
et SERINET, no 1311 et s., p. 1093 et s. ; P. CHAUVEL, Rep. civ. DALLOZ, vo Dol, 
2014, passim. 日本法における先行研究として、森田・前掲論文（注23）「（ 2 ）」58
頁を参照。
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（ 1 ）　三分類の不在─初期註釈における「術策」理解
　［11］　「術策」の厳密な定義が、民法典の起草者によって解釈論に委棄
された課題であったことは、既に知られているとおりである
（28）
。初期の註釈
家が示した理解は必ずしも一定しないが
（29）
、沈黙による詐欺の可能性をいち
早く明言したのは、トゥリエであった。
　トゥリエによれば、詐欺の態様には二様のものがある。一つは、「事実
に反することを信じさせる原因となる事柄を自らなし、または他人にさせ
る」「作為による詐欺（dol positif）」、いま一つは、「表意者の錯誤を惹起
し、またはこれを維持するためにあることについて黙り、隠す」「不作為
による詐欺（dol négatif）」である。こうして、彼は、詐欺を作為・不作為
の二類型に分類したうえで、不作為による詐欺によっても詐欺が成立し得
ることを、特段の留保を付することなく認めている
（30）
。その後、ラロンビエ
ールとドゥモロンブも沈黙によって詐欺が成立し得ることを認めている
が、そう論じるにあたっては、彼らもまた、トゥリエの見解を暗黙の前提
としていたようにみえる
（31）
。
（28）　V. J. G. LOCRÉ, La législation civile, commerciale et criminelle de la France : 
ou Commentaire et complément des codes français, tome 12, Paris, 1828, p. 90 ［sic］
＊, 134, 320 et 425. 審議の概略につき、後藤巻則『消費者契約の法理論』（弘文堂、
2002年）46頁、山下純司「情報の収集と錯誤の利用（ 1 ）」法協119巻 5 号（2002年）
35頁以下を参照。
　　＊  筆者が所蔵する版・早稲田大学所蔵の版では、87─88頁が欠落し、代えて89─90
頁が重複している。1116条に対応する草案の検討が収録されているページには
90のノンブルが付されているが、前後の脈絡から、正しくは88頁であると推
定される。
（29）　次述のトゥリエに反して、A. DURANTON, Cours de droit français : suivant 
le Code civil, tome 10, 3e éd., Paris, Alex-Gobelet, 1834, no 182, p. 185─186 において
は、沈黙は、良心の裁き（for intérieur）においてしか詐欺の問題を生じさせない
と説かれる。
（30）　C.-B.-M. TOULLIER, Le droit civil français, suivant l’ordre du code, tome 6, 
5e éd., Paris, J. Renouard et cie, 1830, no 88─89, p. 90─91.
（31）　L. LAROMBIÈRE, Théorie et pratique des obligations : ou commentaire des 
titres III et IV, livre III du code civil articles 1101 à 1386, tome 1, Paris, A. Durand, 
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　こうして不作為による詐欺の可能性を認める見解が現れた後に、沈黙に
よる詐欺の成立可能性について慎重な議論を自覚的に展開したのは、オブ
リー＝ローであった。彼らはいう。「当事者の一方が、合意の目的たる物
の欠陥（défaut）を隠し、もしくはごまかした（atténuer）こと、または、
それが有しない性質が備わっているものとした（attribuer）ことは、表意
者を錯誤に陥れ、またはその物を検査することを妨げるための詐欺的手段
を伴わず、また、例外的に詐術
4 4 4 4 4 4
（tromperie）としての性格を帯びるような
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
明確な言明
4 4 4 4 4
（affirmation précise）も伴わないのであれば、……詐欺とはな
らない
（32）
」（傍点引用者）。このように、彼らは、目的物の欠陥に関する虚偽
の陳述や沈黙が詐欺になるのは例外であるとし、それらを作為による詐欺
一般から区別したのである。
　以上にみたオブリー＝ローの分析には、作為による詐欺と不作為による
詐欺とを二分するにとどまらず、作為のなかに詐欺を成立させない類型を
析出する点で、術策の三分類の萌芽を見出すことができる。とはいえ、彼
らもまた、術策を三分類するという視点それ自体を自覚的に提示するには
至っていない。19世紀中葉の学説においては、結局、今日の議論にみられ
るような術策の三分類はなお存在しなかったと結論づけてよいだろう。
（ 2 ）　三分類の成立─プラニオル以降
　［12］　その後、オブリー＝ローの叙述に注意を向け、術策の三分類を
成立させたのは、プラニオルであった。
　1893年に現れたプラニオルの論稿は、民・刑事法上の詐欺概念の比較を
1857, art. 1116, no 1, p. 79 ; Ch. DEMOLOMBE, Cours de Code Napoléon, tome 24, 
Paris, A. Durand, 1868, no 172, p. 154. いずれもトゥリエを明示的に参照するわけで
はないが、ラロンビエールは、詐欺についての叙述の多くをトゥリエに負ってお
り、ドゥモロンブは、トゥリエと同じく「作為による詐欺」「不作為による詐欺」
の概念を用いている。
（32）　Ch. AUBRY et Ch, RAU, Cours de droit civil français d’après la méthode de 
Zachariæ, tome 4, 4e éd. rev. et complétée, Paris, Marchal, Billard et Cie, 1871, no 
343 bis, p. 302.
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主題とするものであったが、その考察の一環として、彼は、1116条におけ
る「術策」の定義を次のように論じている
（33）
。詐欺罪（escroquerie：当時の
刑法典405条）が術策の具体的な態様を列挙するのに対し
（34）
、民事上の詐欺は
ただ「術策」と規定されるだけだから、外部に現れるような有形的な策を
弄した場合でなくても、詐欺が成立することはあり得る。こうして、単な
る虚偽の陳述によっても詐欺が成立し得ることを認めると、さらに進ん
で、沈黙によっても詐欺が成立するかが問題となる。この問いに対して
は、沈黙（réticence）もまた詐欺を成立させ得るとの所見が示されるが、
その一方で、« réticence »（言い落とすこと）は、ただ黙っていること
（silence）とは異なるとの理由から、詐欺が成立するためには、告知義務
（devoir de parler）があるにもかかわらず、それを怠ったことを特に要する
との留保が付されている
（35）
。
　このような整理が与えられたためであろう、プラニオル以後の註釈・概
説は、例外なく、沈黙が詐欺となり得るか否かを論じるようになった。そ
れらのうち、比較的に多くのものは、単なる虚偽の陳述が詐欺となり得る
かを論じた後に、その延長において
4 4 4 4 4 4 4 4
、沈黙が詐欺となり得るかを考察する
という叙述の順序を採用しているが
（36）
、こうした態度は、二つの問題が一連
（33）　M. PLANIOL, Dol civil et dol criminel, Rev. crit. 1893, p. 545.
（34）　刑法典405条（1863年 5 月13日の法律）においては、「虚偽の氏名もしくは資格
を用い、または不正な策略を用いる」ことが構成要件として規定されていた。
（35）　PLANIOL, art. préc. ［note 33］, no 35, p. 569─570.
（36）　V. not. Th. HUC, Commentaire théorique et pratique du Code civil, tome 7, 
Paris, F. Pichon, 1894, no 36, p. 54 ; G. BAUDRY-LACANTINERIE et A. WAHL, 
Traité théorique et pratique de droit civil, Des obligations, tome 1, 3e éd., Paris, L. 
Larose et L. Tenin, 1906, no 101─102, p. 144─146 ; A. COLIN et H. CAPITANT, 
Cours élémentaire de droit civil français, tome 2, 3e éd., Dalloz, 1921, p. 284 ; M. 
PLANIOL et G. RIPERT （par P. ESMEIN）, Traité pratique de droit civil français, 
tome 6, 2e éd., 1952, no 200, p. 241 ; G. RIPERT et J. BOULANGER, Traité de droit 
civil : d’après le traité de Planiol, tome 2, 1957, no 183, p. 77. これに対し、虚偽の陳
述の取扱いに言及することなく、端的に沈黙による詐欺を論じるものとして、v. R. 
DEMOGUE, Traité des obligations en général, tome 1, Paris, Arthur Rousseau, 
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のものとして扱われたことを示唆する。それらの見解において、二つの問
題がそれぞれどのように論じられたかを確認しよう。
　［13］　虚偽の陳述の取扱いについては、多くの学説は、一般論として
は詐欺の成立可能性を肯定する一方で、それが認められるのは例外的な場
合であることを強調した。一例として、1947年に行われたモレルの講義の
記録からその要点を示そう
（37）
。
　モレルの説明は、こうである。刑事上の詐欺とは異なり、民事上の詐欺
は、有形的な術策によらずとも成立し得る。しかし、単なる虚偽の陳述
は、基本的には詐欺とはならない。民法典自身、未成年者の詐術について
は、「未成年者が成年であることを単に表明しただけであれば、返還請求
は妨げられない」と定めているのである（仏民1307条）。もっとも、今日に
おいては、この陳述が表意者を欺くに足りるほどに明確なものであったと
きは、民事上の詐欺となることが認められている。とはいえ、虚偽の陳述
は、道徳的には非難されるべきものであるが、法的には常に禁じられるわ
けではない。ローマ法において「許される詐欺（dolus bonus）」の観念が
既に知られていたように、詐欺の成否を論ずる際には、表意者自身が、給
付に関する相手方の陳述につき、期待され得るあらゆる注意を尽くしたか
否かが吟味されなければならない。
　原則の提示と例外の留保をくり返す以上の整理は、必ずしも手際のよい
ものにはみえない。しかし、そうであればこそ、そこには、この間に共有
されたと思われる学説の理解と躊躇が反映されているようにも思われる。
ともかくも、虚偽の陳述が詐欺にあたるかどうかを「許される詐欺」の観
念によって画することは、当時、多くの学説によって共有された態度であ
1923, no 358 et s., p. 561 et s. ; L. JOSSERAND, Cours de droit positif français, 
tome 2, 3e éd., Sirey, 1939, no 98, p. 55 ; Ch. BEUDANT et P. LEREBOURS-
PIGEONNIÈRE, Cours de droit civil français, tome 8, 2e éd., Arthur Rousseau, 
1936, no 137─138, p. 94─95.
（37）　A. MOREL, Cours de droit civil approfondi. Diplome d’études supérieures 
droit privé, 1948 ─1949, Paris, Les cours de droit, p. 331 et s.
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った。モレルの所説は、これを表意者が尽くすべき注意という観点から捉
えていた点において、とりわけ注目されるものである。
　［14］　次いで、沈黙に関する議論をみよう。プラニオル以降、多くの
見解は、細部に相違はあれ、沈黙が原則として詐欺とはならないことを留
保したうえで、「告知義務」の存否によって詐欺の成立が画されるとする
彼の分析を反復している
（38）
。そのため、沈黙による詐欺をめぐる議論の焦点
は、いかなる場合に告知義務が認められるかに移行することとなる。当
初、ほとんどの議論は、プラニオルに倣って、告知義務を課した民・商法
典上の条文を掲記するにとどまっていたが、次第に、法令・契約の定めが
ある場合を超えて、より一般的に告知義務を認めようとする者がみられる
ようになる。その先駆となったのは、リペールであった
（39）
。
　リペールによると、沈黙が原則として詐欺とはならないのは、たいてい
の契約においては、当事者の利害が対立するゆえに、自らの利益を図るべ
く調査を行う責務は各当事者に課されるからである。しかし、そうであれ
ば、当事者相互の信頼を前提とする契約においては、各当事者は互いに正
確な情報を提供する義務を負うとみることができる。保険契約に関する商
法典348条、1930年 7 月13日の法律第21条は、この趣旨を具体化したもの
であるが、この原則は、明文の規定がなくても、たとえば会社契約のよう
に「当事者間に協力関係を形成する契約」にまで拡張することができる。
　これと同様の視点は、エスマンによって示された「沈黙を保った者が、
受任者のように、その相手方のために負担を引き受けた者であるとき」に
は詐欺が成立するという定式にも見出すことができる
（40）
。
（38）　V. not. COLIN et CAPITANT, loc. cit. ［note 36］ ; BEUDANT et LEREBOURS-
PIGEONNIÈRE ［note 36］, no 138, p. 95 ; JOSSERAND ［note 36］, no 98, p. 55 ; 
RIPERT et BOULANGER ［note 36］, no 183, p. 77
（39）　G. RIPERT, La règle morale dans les obligations civiles, 4e éd., LGDJ, 1949, no 
48, p. 88─90.
（40）　PLANIOL et RIPERT ［note 36］, no 201, p. 243─244.
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（ 3 ）　三分類の背後にある詐欺理解
　［15］　以上のとおり、学説においては、積極的な策を弄するという意
味での（狭義の）術策が、それ自体として当然に詐欺を成立させるのに対
して、単なる虚偽の陳述は、原則として詐欺とはならないものとされた。
こうして術策の態様が区別されたのは、まずもって、そうすることで判例
の状況をよりよく記述することができたからであろう
（41）
。しかし、それとと
もに、そこには次のような法理論的な含意があったことが窺われる。
　20世紀中葉の学説が、虚偽の陳述による詐欺の成立に留保を付した直
接の理由は、それが「許される詐欺」だからというものであった。ローマ
法の観念を借りたこの説明それ自体は、決して新しいものではない。しか
し、信義則（bonne foi）論が台頭するに及んで、以上の理解には一定の法
理論的脚色が加えられるようになっていく。端的な例として、ジョスラン
の所説をみよう。彼によれば、詐欺は、単なる悪意（mauvaise foi）とは区
別されなければならない。単なる悪意による詐欺の成立を認めると、当事
者の内心に制裁を加えることになってしまうからである。それを避けるた
めに、旧来の見解は、外形的な策を用いない虚偽の陳述と沈黙を「術策」
から除外してきた。これに対して、信義則論は、当事者の動機をも考慮に
入れた法理論を構築することによって、旧来の法理のもつ狭隘さを克服し
よとするものと性格づけられるのである
（42）
。
　かくして、1930年代ころには、虚偽の陳述による詐欺を容易に認めない
態度は、法の「改革者」によって、古典的契約理論の帰結とみなされ、克
服の対象たるに見合った性格を与えられるようになっていた。トゥリエに
代表される旧来の見解が、必ずしも虚偽の陳述や沈黙を「術策」から排除
しなかったことを想起すれば、その種の図式的理解の真否に対しては、意
（41）　沈黙による詐欺に関する判例の状況については、後藤・前掲書（注28）31頁以
下を参照。
（42）　L. JOSSERAND, Les mobiles dans les actes juridiques du droit privé, Dalloz, 
1928, réimpr. 2006, p. 122 texte et note 1.
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思教説批判の虚構性に対するのと同じ疑念を差し向ける余地があろう
（43）
。し
かし、いまはこの点には立ち入らず、当時、ともかくも詐欺法理に二つの
様相が生み出されていたことを確認するにとどめたい。すなわち、第一
に、「虚偽の陳述・沈黙は、原則として詐欺とはならない」とする理解は、
プラニオルによる確認を経て、学説においてはきわめて強固になった。し
たがって、20世紀中葉の学説によって展開される一般論は、トゥリエを筆
頭とする19世紀の学説に比べてさえ、虚偽の陳述・沈黙による詐欺の成立
により慎重な姿勢を示しているようにみえる
（44）
。そのうえで、第二に、虚偽
の陳述・沈黙を詐欺として顧慮することは、信義則論による古典的契約法
理の克服という発展図式のなかに位置づけられた。だからこそ、たとえば
リヨン−カーンは、虚偽の陳述・沈黙を詐欺と評価する傾向のなかに、詐
欺の「超克」を認めることができたのであろう
（45）
。
　以上のとおり、20世紀中葉の学説における詐欺法理の発展は、術策とい
う客観的要件が三分類されることを踏まえて、そのなかに、「許される詐
欺」の評価を通じて、信義則を媒介とする義務論的衡量を浸透させていく
（43）　ラヌイの研究（V. RANOUIL, L’autonomie de la volonté : naissance et évolution 
d’un concept, PUF, 1980）等により、今日では、意思自律の原理は、その批判者に
よって作り出されたものであるとする認識が有力化している。この問題につき、森
田宏樹「契約」北村一郎編『フランス民法典の200年』（有斐閣、2006年）309頁以
下を参照。
（44）　馬場圭太「フランス法における情報提供義務理論の生成と展開（ 1 ）」早法73巻
2 号（1977年）84頁においては、「沈黙による詐欺の理論は個別条文の解釈による
民法典を時代の要請に適合させる法技術であるから、当然のことながら、消極説
は、註釈学派（Ecole d’exégèse）に分類される学者に多く見られ、逆に、積極説
は、科学学派（Ecole scientifique）以後の学説に多く見られる」と指摘される。こ
うした見方は、沈黙による詐欺の学説史をめぐる一般的な理解であるように思われ
るが（山下純司「情報の収集と錯誤の利用（ 2 ）」法協123巻 1 号（2006年）21頁を
も参照。さらに、フランス法における研究として、v. aussi P. CHAUVEL, Le vice 
du consentement, thèse Paris II, 1981, no 599, p. 220），以上の検討からすれば、そ
のように断定し得るかについては異なる評価も成り立ち得るように思われる。
（45）　G. LYON-CAEN, De l’évolution de la notion de bonne foi, RTDciv., 1946, no 8, 
p. 82.
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過程であったとみることができる。情報提供義務論は、まさにその一環と
して展開したものであるが、そこに至るまでの経緯については、日本の先
行研究によっても既に多く分析がなされているから
（46）
、当面の検討を控える
ことが許されるであろう。
（ 4 ）　小　括
　［16］　以上の素描をもとに考えると、フランス民法典1116条における
「術策」概念の構造は、次のような三つの層をなすものとして把握するこ
とができる。
　第一に、1116条にいう「術策」の観念には、あらゆる態様が含まれ得
る。この限りにおいては、術策を三分類することに特別な法技術的意義は
認められない。
　第二に、「積極的な策を弄する」という意味での狭義の術策が錯誤に加
功した場合には、当然に詐欺の成立を基礎づけるのに対して、「虚偽の陳
述」「沈黙」については、「許される詐欺」の操作を通じて詐欺該当性の判
断が行われる。作為による詐欺のなかに、積極的な策を弄することと虚偽
の陳述とを区別する意義は、主にこの点に見出された。このことは、他面
において、虚偽の陳述と沈黙が、信義則論の適用領域に属するものと把握
される限りにおいては一定の共通性を有していることをも示唆する。
　そして、第三に、情報提供義務論が自覚的に論じられるようになった結
果、「許される詐欺」の限界は、信義則論のみならず、その一分枝として
の情報提供義務論によっても画されるようになる。ここに至って、虚偽の
陳述と沈黙とが区別されることとなる。こうした展開を決定づけたのが、
沈黙による詐欺を認める破毀院判決の登場（1958年）であり、また、ゲス
タン説を中心とする1960年代以降の学説の発展であったといえるだろう
（47）
。
（46）　特に、後藤・前掲書（注28）14頁以下を参照。
（47）　ゲスタン自身による情報提供義務論への言及として、J. GHESTIN, La réticence, 
le dol et l’erreur sur les qualités substantielles, D. 1971, Chron., no 8 s., p. 248 s. ゲ
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　さて、以上の第二、第三の層に着目すると、虚偽の陳述と沈黙との間に
は、連続性と不連続性があることがわかる。すなわち、信義則論の一環に
属し、その限界が「許される詐欺」の評価を通じて画される点では、両者
の間には連続性がある。これに反し、後者のみが情報提供義務論に関わる
点では、両者の間には不連続性がある。これを裏からいえば、沈黙による
詐欺法理は、情報提供義務論と連続する側面と、それと不連続な側面とを
併せもちながら展開してきたとみることができるだろう。
　以上の理解に基づき、次項においては、沈黙による詐欺における義務論
的判断の構造を考察することにしたい。
2 　詐欺法理の義務論的要素─情報提供義務と故意
　［17］　本項においては、「許される詐欺」の観念に垣間みられる義務論
的判断の構造を考察する
（48）
。前項にみたところによれば、沈黙による詐欺に
は、情報提供義務論に接合される側面と信義則論に連なる側面とが共在し
ており、それぞれが情報提供義務論との連続性・不連続性を特徴づけてい
る。そこで、以下ではまず、情報提供義務違反の判断枠組が詐欺の成否判
断において応用されていることを確認したうえで（（ 1 ））、詐欺に固有の
要件としての「故意」に注目し、それが情報提供義務論との関係で生じさ
せる解釈論上の問題を考察する（（ 2 ））。
　なお、本項においては、20世紀初頭に現れた「告知義務」の観念の発展
を跡づけることはせず、端的に、法理の現状を追跡することに注力する。
ゲスタン説以降、21世紀に至るまでの法理の発展については既に検討が尽
くされていること、その反面、21世紀の破毀院判例において、情報提供義
務論と故意要件との関係をめぐる議論が変容しつつあること（後述、［30］
スタン以前には、P. BONASSIES, Le dol dans la conclusion du contrat, thèse, 
Lille, 1955, p. 489 et s. が、詐欺法理に関する秀逸な論著である。
（48）　「許される詐欺」をめぐる議論の現状の概観として、v. CHAUVEL, Rép. civ. 
［note 27］, no 73 s., p. 18 s.
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以下）にかんがみて、このような方針を採ることが有益だと考えたからで
ある
（49）
。
（ 1 ）　情報提供義務論との連続性
　［18］　情報提供義務違反に基づく責任がいかなる場合に発生するかに
つき、一般的な見解は、これを「当事者の一方が、契約の締結にとって決
定的に重要であると知っている事実を認識しており、表意者が、自ら調査
することができず、または、契約の性質または各当事者の性格に照らして
相手方を信頼することが正当であるとき」と論じてきた
（50）
。
　ここに示される発生要件は、さらに、次のように分析することができ
る。一方で、表意者の事情（A）としては、①情報を認識していないこ
と、②不知が正当なものであることが問題となる。他方で、相手方の事情
（B）としては、①情報を認識していること、②表意者にとって重要なも
のであることを認識していることが問題となる。加えて、判例・学説にお
いては、情報の認識が認められない場合にも、③相手方において、表意者
に一定の情報を提供するために、その情報を収集しなければならないこと
があるとされてきた。
　これらの要件のうち、以下では、義務論的な衡量に媒介される A ②、
B ③の要件を考察する。このように対象を限定するのは、A ②および B
③がいずれも情報提供義務論に由来するものであり、したがって沈黙によ
る詐欺に特有の問題を提起するのに対して、A ①ならびに B ①②は、詐
欺の一般的な成立要件にほかならないことによる。すなわち、表意者自身
（49）　2000年以降に限っても、この分野において現れた破毀院判例は膨大である。
そのため、以下では、判例の量的分析を目指すのではなく、主要な学説において援
用されることの多い判決を重点的に採り上げる。こうした方針を採用したため、以
下での検討は、紛争類型ごとの特徴に対しては十分な注意を払っていない。紛争類
型別の分析としては、CHAUVEL, Rép. civ. ［note 27］, no 56 s., p. 13 s. が要領の良
い概観を与えている。
（50）　沈黙による詐欺の要件論との関係での説明として、TERRÉ, SIMLER et 
LEQUETTE, no 233, p. 260.
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がその情報を認識していれば（A ①）、錯誤に陥ることはないから、詐欺
は成立しない。他方で、詐欺者が、提供されるべき情報それ自体（B ①）、
または、それが表意者にとって重要な事実であること（B ②）を認識して
いなければ、表意者を欺く故意を観念し得ないから
（51）
、やはり詐欺の成立は
否定されることとなるのである。
　A　表意者の事情─情報の不知・表意者の情報収集義務
　［19］　上に述べたとおり、表意者自身が既に一定の情報を認識してい
たときには、相手方がその情報の提供を怠ったとしても、沈黙による詐欺
が成立することはない
（52）
。詐欺が成立するためには、欺罔行為によって表意
者が錯誤に陥ったといえなければならないからである。
　のみならず、情報提供義務論の一般的な理解による限り、表意者が一定
の情報を現に認識していたとはいえない場合であっても、自らそれを調査
することが期待され得るときは、相手方は当該情報を提供する義務を負わ
ない。沈黙による詐欺と情報提供義務論との連続性を認める見解は、この
場合には沈黙による詐欺も成立しないという。それによれば、詐欺の成否
は、情報提供義務の発生要件の一つである「情報収集義務」に即して画さ
れるのである。
　情報提供義務論への関心が高まるなか、いち早く表意者の情報収集義務
の観念に着目したのは、ジュルダンであった。沈黙による詐欺に関する彼
（51）　V. GHESTIN, LOISEAU et SERINET, no 1725, p. 1398.
（52）　もっとも、認識が、諸般の事情からの推認によって基礎づけられる場合には、
「現に認識していた」という認定と「知るべきであった」という規範的評価との相
違は不明確になる。たとえば、破毀院商事部2013年 6 月 4 日（pourvoi no 12─
13002）は、会社の会員管理システムに汎用プログラムを導入することを内容とす
る契約を締結したものの、技術的な問題が生じたために計画が打ち切られたという
事情のもとで、この契約が実現不能なものであるにもかかわらず、Y はそのこと
を秘匿したとして、X が沈黙による詐欺を主張した事案につき、当該契約以前に
も、X が別会社に委託した計画が失敗に終わっていたという事情があったこと等
を指摘し、「玄人たる事業者（professionnel averti）である X は、自らが被るべき
リスクを評価するための調査手段を有していた
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
のであり、Y によって欺罔される
4 4 4 4 4
ことはあり得なかった
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（傍点引用者）として、詐欺の成立を否定した。
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の議論の内容は、二点に集約され得る。
　一つは、沈黙による詐欺における情報収集義務の観念を、「宥恕されざ
る錯誤（erreur inexcusable）」の法理の展開として位置づけたことである。
錯誤として顧慮され得る事実を「合意された性質（qualité convenue）」に
限定する判例の立場は、錯誤法理の客観化をもたらし、情報提供の懈怠に
対するサンクションを錯誤法理を通じて実現してきた。このことは、反
面、錯誤の成立を画する指標として、宥恕されざる錯誤が担う役割を増大
させた。情報収集の失敗に関するリスク分配という見地からは、錯誤の成
否も、錯誤者においてなすべき調査を尽くしたか否かによって画されるべ
きだからである。宥恕されざる錯誤の観念の発展をこのように描出したう
えで、彼は、同様の解決が、沈黙による詐欺に対しても拡張
4 4
されていると
説いたのである
（53）
。
　ジュルダンのいま一つの主張は、情報収集義務の判断要素に関わる。彼
が提示した要素には、大別して三つのものが含まれている。第一に、表意
者が事業者である場合には、情報収集義務が課されることが多い。第二
は、契約の性質等に照らして、相手方を信頼することが許される特別の事
情が存するときには、相手方による情報提供を期待することが許される。
そして、第三に、当該情報が相手方によって提供されたときは、それ以上
の調査をせずにその情報を信頼することが許される。相手方の誠実性を信
頼することには理由があるから、相手方によって提供された情報を信じた
当事者を非難することはできない、というのである
（54）
。ジュルダンが掲げた
これらの判断要素は、今日の学説が認める理解ともおおよそ符合するよう
にみえる
（55）
。
（53）　後に、ファーブル−マニャンは、宥恕されざる錯誤の観念は、情報収集義務と
いう上位のカテゴリーに包摂され得ると説いている（FABRE-MAGNAN, no 258, 
p. 201）。後藤・前掲書（注28）72頁をも参照。
（54）　以上、P. JOURDAIN, Le devoir de « se » renseigner, D. 1983, Chron., p. 139.
（55）　当 事 者 の 事 業 者 性 が 顧 慮 さ れ る こ と に つ い て は、v. not. Ch. GOLDIE-
GENICON, Contribution à l’étude des rapports entre le droit commun et le droit 
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　［20］　これに対して、判例においては、特定の判断要素が明確に提示
されることは必ずしも多くはない。けれども、当事者の属性については、
これを顧慮して情報提供義務違反の成否を論じた判決が、ジュルダンの論
稿の公刊と相前後して現れている
（56）
。
【Ⅱ─ 1 】破毀院商事部1986年 2 月25日（Bull. civ. IV, no 33）
［事実］　自動車販売業者である Y（契約締結後、A から事業を承継）は、X
との間で自動車販売委託契約を締結するにあたり、X に対して、収益の試
算として、その地域では370台の新車が売れるという見通しを告げた。とこ
ろが、この試算に誤りがあり、予期したほどの収益を得られなかったため、
X が、Y に対して、詐欺を理由とする損害賠償の支払を求めた
（57）
。
［判旨］　売上げの減少が予想されたにもかかわらず、A が有利な推移を予
測したことは認められるものの、「X が自動車市場の事業者たる資格を有し
ていることを考慮すると」、そのような見通しについて入念な検証をするの
に足りる資料を X 自身が有していなかったと認めるに足りる事実はないと
して、X による損害賠償請求を認容した原判決を破毀した。
spécial des contrats, LGDJ, 2009, préf. Y. LEQUETTE, no 255 s., p. 313 s.
（56）　以下にみる各判決においては、原告、被告の別を問わず、詐欺を主張した当事
者（＝表意者）を X、詐欺者（＝相手方）を Y として表記する。
（57）　ここで詳述することはできないが、本判決を理解するうえでは、損害賠償請求
の要件論が問題となり得る。当事者の一方が詐欺を行った場合の損害賠償は、民事
責任（1382条）はもちろん、詐欺それ自体（1116条）を根拠としても請求すること
ができる。そして、1116条を根拠とする主張は、損害賠償の請求を目的とするもの
であっても、相手方の故意を立証しなければ認容され得ないと解されている（この
点が問題となった近時の判決として、Cass. com. 7 juin 2011, Bull. civ. IV, no 91）。
したがって、損害賠償の主張は、情報提供義務違反（1382条）を根拠とするほうが
容易であるといえ（v. B. FAGES, obs. sous cet arrêt, RTDciv. 2011, p. 533）、1116
条に基づく損害賠償請求において故意の主張立証がなされない場合には、事実審裁
判官は、当事者の請求を1382条に基づくものに再法性決定する（仏民訴12条）こと
になる（v. Ph. STOFFEL-MUNCK, obs. sous cet arrêt, Droit et Patrim. 2012, no 211, 
p. 67 ; Y.-M. LAITHIER, obs. sous cet arrêt, RDC 2011, p. 1148）。もっとも、以上
の解釈に対しては、学説上、損害賠償請求はいかなる場合にも故意を要件としない
とする見地からの強力な批判もみられる（LAITHIER, loc. cit.）。
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　もっとも、表意者が事業者であることは、たしかに情報収集義務を肯定
する有力な根拠ではあるが、事業者でなければ情報収集義務が課されない
わけではない。学説においては、表意者が事業者ではない場合であって
も、一定の情報を表意者自身が収集すべきであったことを理由として情報
提供義務違反が否定された事例が指摘されることもある
（58）
。
　B　相手方の事情─情報の認識・相手方の情報収集義務
　［21］　前述のとおり、提供されるべき情報を相手方も認識していない
ときは、かりにそれが表意者にとって決定的な情報であったとしても、詐
欺が成立する余地はないと解されている。まず、この旨を明らかにした判
決の一例を確認しよう。
【Ⅱ─ 2 】破毀院第三民事部2013年 5 月28日判決（pourvoi no 12─12054）
［事実］　X は、Y から不動産を購入した。この不動産につき、Y の夫は、
売買契約締結に先立ち、漏水を防ぐために壁の補修を行っていたが、それに
もかかわらず漏水はやんでいなかった。この点の説明がなされなかったこと
を理由に、X は、沈黙による詐欺を主張した。
［判旨］　本判決は、「売買予約を締結した際に、補修をしたにもかかわらず
漏水がやんでいないことを Y が認識していたとは証明されておらず、また、
Y が X を欺く意図を有していたとも証明されていない」と判示して、詐欺
（58）　この趣旨の判決として、ゲスタンは、破毀院第一民事部1985年 3 月19日
（Bull. civ. I no 98）を引く。同判決は、金融機関 Y が、X と保証契約を締結する
際、主たる債務者 A（X の父）が借り入れた金額に関する情報の提供を怠ったと
して、沈黙による詐欺が主張された事案において、X は、「自ら情報収集に備える
べきであったのであり、主たる債務者との緊密な親族関係のゆえにそれについて知
ることができた」としたうえで、「銀行に対してこれらの債務の性質および範囲に
ついて照会をしたとか、それに対して銀行が断ったといった事実は、主張・立証さ
れていない」と判示し、詐欺の成立を否定した。もっとも、本判決は、銀行に対す
る照会の有無を問題にしているから、その判断の力点は、保証人自らが情報を収集
しなかったことよりも、むしろ、主たる債務者の資力に関する関心を相手方に知ら
せなかったことに置かれているようにもみえる。しかし、ゲスタンは、二つの問題
をはっきりと区別せずに議論をするようである（金山＝山城＝齋藤・前掲論文（注
24）72頁注17および同対応本文）。
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の成立を否定した。
　本判決は、詐欺の成立を否定する理由として、相手方に欺罔の故意が存
しないことに先立ち、そもそも相手方が漏水の事実を認識していなかった
ことを指摘している。また、沈黙による詐欺の成立を肯定
4 4
した判決におい
ても、その判断の一事情として、相手方が当該情報の存在を認識していた
ことに説き及ぶものは少なくない
（59）
。
　［22］　ところで、情報提供義務
4 4 4 4 4 4
違反に基づく責任ついていえば、相手
方が一定の情報を認識していなかった場合であっても、その情報を提供す
るために一定の照会義務（obligation de s’informer pour informer）が課され
るときは、これに対する違反が損害賠償義務を発生させることがある。こ
れは、相手方が情報を認識していなかった場合に作用するものだから、相
手方の認識要件のサブ・ルールとみることができる。
　これに対して、沈黙による詐欺については、相手方が表意者を欺罔する
故意を有していたことを要件とする以上、相手方に照会義務が課されるか
（59）　破毀院第三民事部2011年 3 月16日判決（Bull. civ., III, no 36）は、建売り住宅
を購入した X が、後に改修を行った際にアスベストが発見されたため、売主 Y に
対し、沈黙による詐欺を理由とする損害賠償（適用条文は1116条）を求めた事案に
おいて、「一般的誠実義務に照らして、売主は、自らが認識しており、かつ、買主
がそれ知っていたならば定められた条件では契約をしなかったであろう事実を表意
者に対して偽ることは許されない」との一般命題を示したうえで、「売主が、売買
の当時、アスベストが売却不動産の構成部分に含まれていることを認識していた」
こと、「事実を認識していたならば X は承諾した条件では契約を締結しなかったで
あろうこと」を理由に、沈黙による詐欺を肯定した。また、破毀院第三民事部2013
年 5 月22日判決（pourvoi no 11─20398）は、保証契約の無効主張につき、主たる債
務者の経済事情を貸主 Y が認識していたこと、それが保証人 X の同意にとって決
定的な要素であったことを認めたうえで、Y は、「保証人が利用することのできな
い情報を有して」いたにもかかわらず、「保証にかかる取引のリスクが大きいこと
を故意に秘匿した」ことをもって、それがなければ保証人は契約を締結しなかった
であろうといえるような情報を故意に秘匿したと認めた。両判決の理由づけは、あ
る情報が表意者による契約締結を決定づけるものであったことと、相手方がその情
報を認識していたこととによって構成されている。
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らといって、詐欺の成立を認める理由とすることはできないはずである。
「知らないことをあえて秘匿することはあり得ない
（60）
」からである。それに
もかかわらず、破毀院判例には、相手方による情報の認識を問題とせずに
沈黙による詐欺の成立を肯定したかにみえる判断が見出される。その例と
してしばしば言及されるのが、【Ⅱ─ 3 】である。
【Ⅱ─ 3 】破毀院第三民事部1981年 2 月 3 日（Bull. civ. III, no 2
（61）
2）
［事実］　不動産有限責任会社 Y は、X に対して、住居を建築するためとし
て土地を分譲した。売買契約証書に添付された都市計画証明書によれば、同
土地は建築可能であり、用地整備状態も良好であるとされていた。それにも
かかわらず、都市計画規制上の不備を理由として建築許可を得られなかった
ため、X は、Y に対し、売買契約の無効を主張するとともに、損害賠償を
請求した。
［判旨］　「Y およびその業務執行者は、不動産取引事業者であり、都市計画
に関する経験を欠いていた買主に対し、売買の目的である土地の状況につ
き、通路と配管網に関する調査を行う義務を負っていたが、この点をあえて
（volontairement）確認しなかった」として、詐欺の成立を認めた。
　【Ⅱ─ 3 】は、「あえて」という表現を用いて故意の存在を認定している
が
（62）
、そこにおいて問題とされる故意は、表意者を欺くことそれ自体にでは
なく、─あたかも、債務不履行の故意（dol）のように
（63）
─義務づけら
れた確認を怠るという自身の不作為に向けられている。それにもかかわら
ず、たとえばゲスタンは、事業者たる売主が表意者に提供すべき情報の確
認を意図的に怠ったときには、当の情報を認識していたものとして詐欺の
故意を認めてよいという
（64）
。瑕疵担保責任については、売主が事業者である
（60）　V. GOLDIE-GENICON, th. prec. ［note 55］, no 257, p. 315 ; FLOUR, AUBERT 
et SAVAUX, no 213-1, p. 203.
（61）　D. 1984, 457 note J. GHESTIN.
（62）　破毀院判例が故意の存在を認める際に用いる種々の定式につき、v. CHAUVEL, 
Rép. civ. ［note 27］, no 101, p. 24.
（63）　V. GHESTIN, note préc. ［note 61］, p. 459.
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ことをもって瑕疵の認識を擬制する解決が確立しているが
（65）
、沈黙による詐
欺との関係でも、素人たる買主と取引をする事業者は、売買目的物の性質
についての不知を援用して利益を得てはならないというのである
（66）
。
　このように、ゲスタンは、故意の評価対象事実をいわば前倒しすること
によって、本判決においては、なお故意要件が堅持されているとみた。し
かし、そうすることで維持される故意要件は、彼自身も認めるように、も
はや古典的な詐欺における故意とは異質な、情報提供義務論によって馴化
されたものであるといってよい
（67）
。そして、ここに看取される故意要件の
「後退」は、故意の必要性そのものに対する疑義をも生じさせることとな
る。項を改めて、故意要件それ自体の位置づけを考察しよう。
（ 2 ）　情報提供義務論との不連続性
　［23］　沈黙による詐欺と単なる情報提供義務違反とを区別する指標は、
故意要件の存否に求められてきた。しかし、情報提供義務論の展開に伴
い、学説上、故意要件の要否それ自体に対して疑義が向けられるようにな
り、判例においても、故意要件の位置づけの後退が窺われるようになった
（64）　GHESTIN, LOISEAU et SERINET, no 1337, p. 1114─1115. ただし、ibid., no 
1296, p. 1075 では「詐欺と同視される重大なフォート（faute lourde）」という表現
が用いられており、故意との区別が図られているようにもみえる。
（65）　売主が瑕疵を認識している場合には、合意によって担保責任を制限することは
許されず（民法典1643条）、また、隠れた瑕疵から生じたすべての損害を賠償しな
ければならない（同1645条）。売主の事業者性は、当初、瑕疵の認識を推定させる
経験則であると考えられていたが、次第に、事業者性それ自体が責任の付加を基礎
づける法規範たる内実を有するようになったとされる。その間の経緯は、J. 
GHESTIN, Conformité et garantie dans la vante (produits mobiliers), LGDJ, 1983, 
no 254 et s., p. 244 において詳論されている。日本における先行研究として、力丸
祥子「フランスの瑕疵担保責任における職業的売主の取扱いをめぐって─『職業
的売主を瑕疵につき悪意の売主と同一視する』という判例法理の有する意味」日米
比較法研究所50周年記念『Toward comparative law in the 21st century』（中央大
学出版会、1998年）1339頁をも参照。
（66）　V. GHESTIN, LOISEAU et SERINET, no 1708 et s., p. 1388 et s.
（67）　V. GHESTIN, note préc. ［note 61］, passim.
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（A）。それにもかかわらず、破毀院判例は、沈黙による詐欺が故意を要件
とするという理解を決して放棄はしない（B）。破毀院の一般的立場と、
それと矛盾するかにみえる各個の判決とを整合的に理解するためには、故
意がいかにして認定されるかに留意しなければならない（C）。
　A　故意要件の後退？
　［24］　詐欺が欺罔の故意を中核的要素とすることは、大方の見解によ
って承認されている。そして、そこにいう故意とは、論理的にいえば、情
報提供義務を発生させる状況の認識─　一定の情報の存在と、それが表
意者にとって重要であることとの認識─に尽きるものではなく、これに
加えて、相手方を欺き、それによって契約を締結させる意図をも含んでい
なければならない
（68）
。この理は、先にみた【Ⅱ─ 2 】が「欺く意図」の証明
を問題とするところにも現れていたが、次の判決が用いた定式からもはっ
きりと窺い知ることができる。
【Ⅱ─ 4 】破毀院第一民事部1987年11月12日判決（Bull. civ., I, no 293）
［事実］　Y は、X に対して、中古トラックを13万5000フランで売った。X
は、トラックについて多数の修繕が行われており、しかも、通常どおりに使
用するためにはなお多数の修繕が必要であるにもかかわらず、それらの事実
を Y から知らされなかったとし、これを知っていたならば13万5000フラン
での売買契約に同意することはなかったと主張して、瑕疵担保責任または詐
欺に基づき、売買契約の解消と損害賠償を求めた。原判決が詐欺の成立を認
めたのに対し、Y から破毀申立がなされた。
［判旨］　「控訴院は、修繕に関する書類の交付と、なお行わなければならな
い修繕に関する指示とを欠いたことが、表意者を欺罔し、売買契約を締結す
4 4 4 4 4 4 4 4
るよう決意させるために
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
故意になされたものであるか否かを精査しておら
ず、沈黙による詐欺を認定していないから、その判決の適法な基礎を欠いて
いる」（傍点引用者）として、原判決を破毀した。
（68）　V. FABRE-MAGNAN, no 269, p. 211 ; GHESTIN, LOISEAU et SERINET, no 
1298, p. 1078.
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　ところが、情報提供義務論の学理的分析が緒に付いた1970年代には、以
上の伝統的観念に反して、詐欺法理をも情報提供義務論に包摂しようとす
る試みが現れるようになる。代表的議論であるリュカ・ドゥ・レサックの
所説をふり返ることにしよう
（69）
。
　リュカ・ドゥ・レサックは、情報提供義務違反が、錯誤（1110条）ない
し詐欺（1116条）を媒介して契約の無効をもたらす際に生じる要件論上の
問題に考察を及ぼす。一方で、詐欺は詐欺者に故意がなければ成立せず、
他方で、錯誤は重要な性質に関するものでなければ契約を無効としないか
ら、いずれにも該当しない事情のもとでは、同意の瑕疵を認めることはで
きない。彼は、このような実定法の状況をいわば保護の欠缺状態とみて、
これを補充するために、情報提供義務違反それ自体を契約の無効原因とし
て再構成する方途を探究した
（70）
。
　かくして、リュカ・ドゥ・レサックは、情報提供義務違反それ自体を
「詐欺」と評価するという1116条の解釈を提示する。詐欺の客観的要件と
しての「術策」は、既に沈黙にまで「拡張」されているから、これを情報
提供義務違反一般にまで拡張することも決して不可能ではない、というの
である。もっとも、そのように解すると、二つの詐欺類型─狭義の詐欺
と情報提供義務違反─が1116条のなかに共在することとなる。しかし、
そのことを批判するには及ばない。むしろ、それによって、信義誠実のよ
うなあいまいな観念に依拠することを避けることができ、また、契約締結
段階における情報提供の問題を総体として捉える視角を得ることができ
る
（71）
。
　［25］　以上にみたリュカ・ドゥ・レサックの所説は、故意要件を一種
（69）　リュカ・ドゥ・レサックの所説については、後藤・前掲書（注（28））50頁以
下に詳細な分析がある。
（70）　C. LUCAS DE LEYSSAC, L’obligation de renseignements dans les contrats, 
in : Y. LOUSSOUARN et P. LAGARDE （dir.）, L’information en droit privé, 
LGDJ, 1978, no 42─44, p. 330─331.
（71）　LUCAS DE LEYSSAC, art. préc. ［note 70］, no 45, p. 331─332.
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のドグマとみて、その克服を試みたものといえようが、このように、情報
提供義務の観念によって同意の瑕疵法理の再構築を試みた学説の背後に
は、当時の判例の状況があったものと推察される。1970年代になると、沈
黙による詐欺の認定にあたり、故意要件を重視しないかにみえる判例が現
れているからである。その代表例としてしばしば引かれるのが、先にみた
【Ⅱ─ 3 】と、次掲の【Ⅱ─ 5 】とである。
【Ⅱ─ 5 】破毀院第一民事部1977年 1 月19日判決（Bull. civ., I, no 40）
［事実］　X は、自動車修理業者 Y から中古車を購入したが、当該自動車は、
走行距離が実際より少なく表示されていた。この点について説明を欠いたこ
とを理由に、X は、Y の沈黙による詐欺を主張した。控訴院がこの主張を
認めたのに対し、Y より破毀申立がなされた。
［判旨］　「自動車は11万5000キロ以上走行していたにもかかわらず、購入時
にはメーターは 3 万4836と総計を示していた」という事実をもとに、「自動
車修理業者は、メーターが自動車の実際の走行距離よりもきわめて少ない数
値を示していたことを知らないはずはなかった
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
にもかかわらず、X に対し
てかかる状況を偽ったものであり、X は、この点について認識していれば
契約を締結しなかったであろうと認められる」（傍点引用者）とした原判決
を支持し、詐欺の成立を認めた。
　本判決は、メーターが操作され、走行距離が偽られていたことを売主が
「認識していた」と認定するのではなく、これを「知らないはずはなかっ
た」と認定することによって、沈黙による詐欺の成立を認めた。この説示
が、売主による調査・情報提供の懈怠に詐欺の根拠を見出したものと読ま
れた結果、本判決は、学説において、故意要件の後退を窺わせる判決とし
て知られることとなった。同様の考慮を窺わせる判決は、2000年代に至っ
てもなお現れている。
【Ⅱ─ 6 】破毀院第三民事部2005年 5 月11日判決（Bull. civ. III, no 1
（72）
01）
（72）　RTDciv. 2005, 590, obs. J. MESTRE et B. FAGES.
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［事実］　Y 夫妻は、A に養魚場を売却し、その代金支払を X が保証した。
その後、Y に養魚業を許可した県のアレテが、第三者からの申立てによっ
て取り消された（なお、この時までに A は破産している）。X は、養魚業の
許可について第三者からの異議申立があったことを秘匿したのは Y の詐欺
であり、Y から A への譲渡は無効だから、自らも保証債務を負わないと主
張した。
［判旨］　「本件養魚業の経営を許可する旨の決定に対して異議申立てがなさ
れていることの認識が、買主の同意を決定づけたであろう要素であること、
また、かかる事情の存在を買主が個人的に知っていた旨の証明がなされてい
ないことにかんがみて、売買の重要条件について売主に課される情報提供義
務および誠実義務の適用により、Y は、買主に対し、異議申立ての存在を
告知しなければならなかったと認定することで、控訴院は、Y の責めに帰
すべき沈黙による詐欺があったと認めることができた」。
【Ⅱ─ 7 】破毀院第一民事部2002年 5 月15日（Bull. civ. I, no 1
（73）
32）
［事実］　X は、自動車商 Y から中古自動車を購入した。この自動車が、実
は事故歴のあるものであったことが判明したため、X は、Y の沈黙による
詐欺を根拠として、売買契約の無効を主張した。控訴院が X の主張を斥け
たのに対し、X から破毀申立がなされた。
［判旨］　「1315条に徴して、……請求を棄却するにあたり、判決は、X が故
意による沈黙（dissimulation）について証明していないと説示する。事業者
たる売主は、顧客に対して情報提供義務を負っており、この義務を履行した
ことの証明は売主に課されているにもかかわらず、以上のように説示したこ
とによって、控訴院は、上掲の法条に違背したものである」。
　【Ⅱ─ 6 】は、売主に欺罔の意図があったとする認定を経ず、売主側の
事情としては「情報提供義務および誠実義務」に照らして一定の事実を告
（73）　JCP G, I, 184, no 1, 2113, obs. Fr. LABARTHE ; CCC, 2002, comm. no 135, obs. 
L. LEVENEUR. なお、情報提供義務の証明責任につき、馬場圭太「説明義務の履
行と証明責任─フランスにおける判例の分析を中心に」早法74巻 4 ─Ⅱ号（1999
年）551頁を参照。
68　　早法 91 巻 4 号（2016）
知する必要があったと指摘するだけで、沈黙による詐欺を認めている。の
みならず、これに先立つ【Ⅱ─ 7 】は、「詐欺は推定されない」（仏民1116条
2 項）にもかかわらず、情報提供義務の履行は事業者たる売主が証明しな
ければならないという準則を適用することで、故意の存否にかかる立証の
負担を、情報提供義務を負う売主に課した。これらの判断を総合すると、
ことに事業者に関しては、告知されるべき事実を告げなかったことさえ認
められるならば、表意者を故意の立証に腐心させることなく、沈黙による
詐欺の成立が容易に基礎づけられることとなろう。
　B　故意要件の堅持？
　［26］　しかし、これらの学説・判例にもかかわらず、破毀院判例は、
少なくとも一般論としては故意要件を断念してはいない。破毀院は、事実
審裁判官において詐欺の故意を説示すべきことを求めてきたし
（74）
、【Ⅱ─ 6 】
判決から 1 か月あまり後には、商事部において、故意要件の必要性を明言
する判決が下されている。
【Ⅱ─ 8 】破毀院商事部2005年 6 月28日判決（Bull. civ. lV, no 1
（75）
40）
［事実］　X は、Y 銀行との間で店頭デリバティブ取引を行ったが、次の理
由から、Y の沈黙による詐欺を主張した。① Y は、顧客と銀行との関係い
かんにかかわらず、先物市場での投機取引によって被るリスクについて情報
提供をする義務を負う。このような義務を認めるか否かは、当該金融の領域
における経験と商品の複雑さの程度に応じて評価されるべきである。②本件
（74）　破毀院第一民事部1979年 3 月 7 日判決（Bull. civ. I, no 84）は、不動産を購入
するためにした借財（種々の経緯があり、本件では債務承認の形態をとっている）
につき、不動産の購入が頓挫したにもかかわらず、その弁済を求められたことに対
して詐欺の成立を主張して争った事案において、「控訴院は、『Y は、X に対して、
売買が実現しなかった場合のリスクを説明しなければならなかった』と説示するに
とどまり、Y に帰せられるべき沈黙が故意によるものであることを明らかにして
いないから、その判決は適法な根拠を欠いている」として、原判決を破毀した。
（75）　D. 2006, 2774, note P. CHAUVEL ; D. 2005, Pan. 2838, obs. S. AMRANI-
MEKKI ; CCE 2005, no 158, obs. Ph. STOFFEL-MUNCK ; RTD civ. 2005, 591, 
obs. J. MESTRE et B. FAGES.
沈黙による詐欺と情報収集義務（ 1 ）（山城）　　69
が店頭市場におけるデリバティブ取引であることを考えれば、Y は情報提
供義務を負っていたといえる。しかるに、③ Y は、市況の変化に伴うリス
クをカバーする方法として、本件取引とは別の方法があるという情報を提示
しなかった。
［判旨］　「情報提供義務違反は、情報提供違反の故意があり、これによって
意思を決定づける錯誤が惹起されたことが立証されない限り、沈黙による詐
欺を基礎づけるには足りない。破毀申立理由は、三つの主張によって、Y
が契約締結過程の情報提供義務に違反したことをいうにとどまり、その違反
が X の心裡にその同意を決定づける錯誤を惹起しようという意図をもって
故意になされたものであったことを主張しておらず、採用することができな
い」として、詐欺の成立を否定した。
　本判決は、情報提供義務違反のみを根拠として詐欺を主張する破毀申立
理由に対し、錯誤を惹起するという故意があるとの主張を欠くことを理由
として、詐欺の成立を斥けた。故意要件の必要性を明言するこの説示は、
1116条のオーソドックスな解釈への回帰を示すものと評される
（76）
。これ以
後、一般論として故意の存在が必要であることを指摘する判決は、民事部
においても現れているから
（77）
、本判決と【Ⅱ─ 6 】との関係は、民商両部間
の不和とみることもできない。
　もっとも、この判決が現れた後にも、依然として、故意の存在に直接に
は言及せず、義務違反行為のみを認定して詐欺の成立を認めた判決がみら
れる。
（76）　FLOUR, AUBERT et SAVAUX, no 213-1, p. 203. なお、著者は、【Ⅱ─ 6 】【Ⅱ
─ 7 】に対しては批判的である。
（77）　第三民事部2008年12月17日判決（Bull. civ. III, no 207）は、建築予定不動産売
買において、当該物件が、設計上の欠陥により、地下水層からの距離が近く、降雨
による影響を顕著に受けるものであることが判明したという事情のもとで、買主が
詐欺による売買契約の無効を主張した事案において、「X は、売主がそれが有する
瑕疵を故意に惹起したことも、買主に対して故意に偽っていたことも証明していな
いのであるから、……売主による詐欺の立証はなされていない」とした原判決を支
持した。さらに、先述の【Ⅱ─ 2 】をも参照。
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【Ⅱ─ 9 】破毀院第三民事部2012年 9 月11日判決（pourvoi no 11─2
（78）
2389）
［事実］　X は、Y 市に対し、樹林保存区域等の都市計画上の制限を課され
た同市所在の土地を 6 万ユーロで売る旨の売買予約をした。ところが、 5 か
月後、同市によって地域都市計画プランが変更され、本件土地の都市計画上
の区分が変更されて樹林保存区域の制限が解除されたため、X は、Y の沈
黙による詐欺を主張し、公署証書による本契約の締結を拒絶した。原判決が
予約を無効としたため、Y より破毀申立がなされた。その理由は、原判決
は故意を認定していないというものであった。
［判旨］　破毀院は、本件売買予約が締結された時点では、Y においては樹
林保存区域にかかる都市計画策定をめぐる議論がなされていたのであり、そ
れが土地の価格に直接的な影響を与えることを Y が知らないことはあり得
なかったとし、以上の情報を秘匿したことは信義に反する（manque à la 
bonne foi）として詐欺の成立を認めた原判決の判断を正当とした。
　本判決は、故意の認定に理由が付されていないという破毀申立に対し、
「信義則違反」を指摘して詐欺の成立を認めた原判決には適法な理由が付
されているとした。ここにみられる故意の認定方法は、【Ⅱ─ 8 】におい
て示された厳格な態度よりも、むしろ【Ⅱ─ 6 】【Ⅱ─ 7 】に親和的である。
　このように、故意要件をめぐる破毀院の態度は、依然として錯綜してい
るようにみえる。これら全体を整合的に理解しようとするならば、破毀院
は、故意要件を維持しつつも、種々の推定─覆すことのできない法律上
の推定
（79）
─を認めることによってその認定を容易化してきた、とみること
が考えられる。このような見方が当を得ているならば、以下の検討におい
ても、故意概念が放棄されたか否かを抽象的に問うのではなく、どのよう
な事情に基づいて故意が認定されているかに注目することが有益であろ
う。
（78）　RDC 2013, 62, note É. SAVAUX.
（79）　GHESTIN, LOISEAU et SERINET, no 1297, p. 1077.
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　C　故意の認定
　［27］　術策が作為によるものである場合には、当該行為の存在それ自
体から故意を推認することは比較的に容易である。これに対し、沈黙の原
因には、不知、失念、不注意等の様々なものが考えられるため、故意の推
認には困難が生じる。この問題に対応するために、フランス法において
は、特に沈黙による詐欺との関係で、故意の推定に関する様々な準則が論
じられてきた。
　まず、比較的に多くの支持を得ているとみられる準則として、「提供の
対象となる情報と、その情報が表意者にとって重要であることとを相手方
が認識しているときには、詐欺の故意が推定される」というものを指摘す
ることができる
（80）
（以下、「推定Ⅰ」という）。先述のとおり、これらの認識
と相手方を欺く意思との間には、論理的にみれば一定の懸隔がある
（［24］）。しかし、これらの認識を有しながらその情報を秘匿するという態
度は、通常であれば、単なる不注意に起因するものとは考え難い。そのた
め、そのような態度からは、相手方を欺き、契約締結を断念させまいとす
る意図をも推認することができる、というのである
（81）
。この趣旨に沿う判決
として、ゲスタンは、次の例を指摘している
（82）
。
【Ⅱ─10】破毀院第三民事部1995年12月20日（Bull. civ. III, no 268）
［事実］　Y は、X に対してアパルトマンを売った。売買契約締結の際、X
は、遮蔽するもののない日当たりのよい庭が付いていることを重視していた
が、Y は、日当たりを遮るような建物を隣地に建築する計画があることを
知っていたにもかかわらず、この事実を X に告げなかった。
［判旨］　Y は、売買契約の締結に先立って、不動産に関する計画が近く隣
（80）　次注に掲げるファーブル−マニャンの所説を嚆矢とする。これを支持する学
説として、v. GHESTIN, LOISEAU et SERINET, no 1299, p. 1079─1081 ; TERRÉ, 
SIMLER et LEQUETTE, no 234, p. 261.
（81）　FABRE-MAGNAN, no 269, p. 211─212 ; no 356, p. 286─287. そのため、ファー
ブル−マニャンは、【Ⅱ─ 4 】を「厳格に過ぎる」と評する（ibid., no 357, p. 287）。
（82）　GHESTIN, LOISEAU et SERINET, no 1299, p. 1080.
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地で具体化され、それによって X が本件アパルトマンについて有していた
関心を失わせるようなものであることを知らなかったはずはなく
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、他方で、
X はこの事実を知らなかったとしたうえで、X に対して以上の事実を告知
することを故意に懈怠したことは、沈黙による詐欺となるとした。
　【Ⅱ─10】が示した判断は、一定の事実を「知らなかったはずはない」と
の認定に基づいて事実の認識を推断した点において、【Ⅱ─ 5 】のそれに類
する。そのうえで、相手方を錯誤に陥らせることについての故意を問題と
せず、告知を懈怠することについて故意があったと指摘して、直ちに詐欺
の故意を認定している。
　同じく、自らが認識していた事実の告知を故意に怠ったことを理由とし
て詐欺の成立を認めた判断として、さらに【Ⅱ─11】【Ⅱ─12】をみよう。
【Ⅱ─11】においては提供されるべき事実を認識していたことが、【Ⅱ─12】
においては提供されるべき情報が表意者にとって重要であることを認識し
ていたことが、それぞれ故意の認定において重要な判断因子として位置づ
けられたことが窺われる。
【Ⅱ─11】破毀院第三民事部2013年 6 月11日
（83）
（pourvoi no 12─20534）
［事実］　Y は、X に対して建築用地を売った。X は、一度は建築許可を得
たものの、後に至って、当該土地の一部に都市計画上の地役権 （servitude d’
alignement）の負担が課されているとの理由で許可が取り消された。そこ
で、X は、Y に対し、詐欺による契約の無効を主張した。
［判旨］　X・Y が売買の仮契約を締結するより前に都市計画が変更され、本
件土地の一部が建築禁止区域となったにもかかわらず、Y は、X に対して
それ以前の都市計画証明書を示していた。その際、Y は、都市計画が変更
された後に本件土地の測量書類に署名しており、本件土地の一部が建築禁止
区域となったことを認識していた。破毀院は、以上の事実に基づいて X に
よる詐欺を認めた原判決は正当であったとした。
（83）　JCP, 2013, 974, obs. J. GHESTIN.
沈黙による詐欺と情報収集義務（ 1 ）（山城）　　73
【Ⅱ─12】破毀院第三民事部2009年 3 月25日（pourvoi no 07─20234）
［事実］　X と Y は、居住用建物を目的とする売買の予約を締結した。とこ
ろが、当該建物は、都市計画規制上、事業用以外の用途に使用することので
きないものであったため、X は、予約は詐欺によって無効であると主張し、
その完結の意思表示を拒絶した。
［判旨］　Y は、当該不動産はかつては居住目的で売却されていたのだから、
居住用として売ることができるはずだと確信していたとしても、売買予約締
結前に、本件土地については事業用以外の用途を認められない旨の通知をコ
ミューンから受けていたのだから、居住目的という見込みを述べて（dans la 
perspective affirmée）不動産を購入した X に対しては、コミューンの見解
を知らせなければならなかったとして、詐欺の成立を認めた。
　以上の各判決は、学説が指摘するように、「一定の事実を認識しており、
かつ、その事実が表意者にとって重要であることをも認識していたときに
は、詐欺の故意が推定される」との準則（推定Ⅰ）によって整合的に基礎
づけられ得るものといえる。
　［28］　もっとも、以上の限りでは、表意者は、相手方が一定の事実を
認識していた
4 4 4 4 4 4
ことを立証しなければ、依然として詐欺の主張をなし得ない
こととなる。しかし、この点についても、事業者については「事実を認識
しつつ秘匿した」との推定がはたらくと説く者がみられる（以下、「推定
Ⅱ」という）。既にみたゲスタンのほか
（84）
、ゴルディ−ジュニコンらがこの
旨を主張する
（85）
。彼らがその主張の根拠としたのは、先述のとおり、瑕疵担
保責任において確立された規律との連続性であった（［22］）。
　こうした観察は、故意要件の後退を窺わせる判決として頻繁に指摘され
る【Ⅱ─ 3 】【Ⅱ─ 5 】が、いずれも事業者と素人との間での契約を扱った
ものであることを端緒として示されたものであったが、その後、【Ⅱ─ 7 】
においては、故意の証明につき、事業者たる売主について特別な取扱いが
（84）　V. aussi FABRE-MAGNAN, no 359 s., p. 289 s.
（85）　GOLDIE-GENICON, th. préc. ［note 55］, no 257, p. 314 s.
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正面から認められるに至っている。以上の判決をみる限り、これらの学説
が主張するように、当事者の属性が解決の帰趨を分ける重要なファクター
の一つとして機能していることは、疑い難いように思われる。
　しかし、その一方で、このような推定を認めることは望ましくないと批
判する論者もみられる。ファーブル−マニャンは、事業者については既に
多くの責任制度が存在するのだから、詐欺法理の主観的要件を変質させて
まで詐欺法理の活用を図る理由はないという
（86）
。彼女によれば、その種の解
決を認めた判決は、いずれも本質錯誤（仏民1110条）によって解決するこ
とができ、かつ、そうすることこそがふさわしい事案であった。破毀院判
例の実情は、詐欺者の主観的態様と表意者の錯誤の重大性とを相補的に考
慮し、錯誤の対象が重大なものであればあるほど、故意要件の認定の比重
を軽くし、逆に、錯誤の対象が重要度の低い事実であれば、それに応じ
て、詐欺者の主観的態様を重視するという判断枠組を採用するものとみる
ことができる
（87）
。しかし、表意者が、相手方に対して、一定の事実─典型
的には、目的物の用途─が自身にとって重要であることを告知したなら
ば、その内容が「契約の領域（champ contractuel）」に取り込まれ、それ
によって本質錯誤が基礎づけられ得ることとなるから、相手方が欺罔の故
意をもっていたかどうかを問題とする必要はそもそもないはずだ、と主張
するのである
（88）
。
　以上のとおり、故意の前提となるべき事実の認識に関する判断を柔軟化
する判例をめぐる学説の評価には、対立がみられる。ゲスタンは、詐欺法
理を適用した判例をいわば所与として、事業者性から事実の認識を推定し
（推定Ⅱ）、事実の認識から詐欺の故意を推定する（推定Ⅰ）という二段階
の推定を用いて詐欺法理の適用領域の拡張を基礎づけようとする。これに
対して、ファーブル−マニャンは、事実の認識それ自体を不問に付するか
（86）　FABRE-MAGNAN, no 360, p. 290.
（87）　FABRE-MAGNAN, no 361, p. 290.
（88）　FABRE-MAGNAN, no 363, p. 291─292.
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にみえる解決（推定Ⅱ）を批判し、詐欺法理によって解決されてきた問題
の一部を錯誤法の領域に位置づける。ファーブル−マニャンが、こうして
沈黙による詐欺と錯誤法理との強い連続性を想起させたことは、「宥恕さ
れざる錯誤」の取扱いとも併せて、後論においてもきわめて重要な意味を
もつこととなる
（89）
。
3 　小　括
　［29］　以上、Ⅱにおいては、沈黙による詐欺の法理の生成過程と現状
を確認してきた。その考察をまとめておくことにしよう。
　 1 では、詐欺法理の生成過程を、「術策」要件に焦点を当てて概観し
た。沈黙による詐欺は、虚偽の陳述の取扱いと強い連続性をもつものとし
て論じられる。両者は、いずれも1116条にいう「術策」に含まれるとされ
ながらも、有形的な策を弄する（狭義の）「術策」とは異なり、それによ
って詐欺が成立することはむしろ例外であると解されてきた。多くの場
合、それは「許される詐欺」と解されるからである。
　これに対して、20世紀中葉以降になると、こうした傾向を「信義則
（bonne foi）」─その反面としての「悪意（mauvaise foi）」─の観念に
依拠して克服することが、虚偽の陳述と沈黙とに共通する課題として意識
されるようになった。このように、沈黙が作為による詐欺と同視される限
りにおいては、沈黙による詐欺と情報提供義務論との拮抗が表面化するこ
とはない。
　 2 では、2000年以後の法状況に即して、情報提供義務論との関係におい
て、沈黙による詐欺の位置づけを考察した。情報提供義務論による詐欺法
理の馴化は、双面的に作用する。すなわち、一方では、表意者自身による
情報収集の可能性が顧慮される。これは、元来、「宥恕されざる錯誤」の
法理にみられたものであるが、沈黙による詐欺においても、次第に同様の
（89）　沈黙による詐欺を共通錯誤論の展開との関係において考察する研究として、
山下・前掲論文（注（44））17頁以下を参照。
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認識がみられるようになったと指摘されていた。これに対し、いま一つの
作用は、相手方の故意要件を緩和するものである。故意要件は、決して放
棄されてはいない。しかし、その認定は、種々の推定法則によって相当に
柔軟化されていた。すなわち、第一に、故意
4 4
は、事実の認識と、その事実
が表意者にとって重要であることの認識とに基づいて推定される（推定
Ⅰ）。第二に、有力学説においては、事実の認識
4 4 4 4 4
もまた、相手方が事業者
であることに基づいて推定されると解されていた（推定Ⅱ）。このように
故意の認定が柔軟化されればされるほど、沈黙による詐欺の内実は、情報
提供義務違反、あるいは錯誤法理に近接することとなる。
　そうすると、故意要件が曲がりなりにも維持されていることの実質的な
意義は、もはや失われていると解すべきなのであろうか。Ⅲにおいては、
故意要件が維持されることによって、沈黙による詐欺に対して、情報提供
義務違反一般や錯誤法理とは異なる特性が与えられているのかどうかを検
討することとしよう。
【追記】
　本稿は、本来、浦川道太郎先生の古稀およびご退職を祝賀するために、本
誌91巻 3 号に投稿することを予定して執筆に着手したものである。しかし、
執筆を続けるうちに予定の紙幅を超過してしまったため、同号への投稿を断
念し、本号以下に分載させていただくこととした。遅ればせながら、浦川先
生の今後のご健勝をお祈りして、謹んで拙稿を捧げることをお許しいただき
たい。
　本研究は、JSPS 科研費 JP 26780066の助成を受けたものである。
